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自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による取得結果および取得終了に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年２月 16 日にお知らせした自己株式の取得について、以下のとおり買付けを行

いましたので、お知らせします。なお、本取得をもちまして 2025 年４月 25 日開催の取締役会決

議による会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づ

く自己株式の取得は終了しましたので、あわせてお知らせします。また、本取得の結果により、

2026 年２月 16 日開催の取締役会決議に基づく第三者割当による第 26 回新株予約権の発行条件

が確定しましたが、詳細については、本日公表した『一括取得型自己株式取得（Accelerated Share 

Repurchase）による自己株式取得のための第三者割当による第 26 回新株予約権の発行条件の決

定に関するお知らせ』をご参照ください。 

 

１．自己株式の取得を行った理由 

当社は、事業収益の拡大と財務規律に注力し、経営努力の成果を株主の皆様に適正かつ安定

的に還元させていただくことを基本方針としています。 

資本政策は、自己資本利益率や資本コストに注意を払いながら取り組んでいます。株主還元

はその中核であり、自己株式取得については、株価水準やその他の事情を踏まえ機動的に実施

してきました。その一環で自己株式の取得を行うものです。 

 

２．取得の内容 

(１) 取得した株式の種類： 当社普通株式 

(２) 取得した株式の総数： 17,799,900 株 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

割合 0.95％） 

(３) 株式の取得価額の総額： 99,999,838,200 円 

(４) 取 得 日： 2026 年２月 17 日 

(５) 取 得 方 法： 東京証券取引所における自己株式立会外買付

取引（ToSTNeT-3）による買付け 
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（注）上記の（２）の取得した株式の総数のうち、大和証券株式会社から買い付けた

17,570,700 株に関しては、当社の実質的な取得価額が一定期間の当社株式の平均価格

相当になるよう、後日、当社株式を用いた調整取引を行うため、調整取引を含めた全体

での最終的な取得株式数は変動する可能性があります。詳細については、2026 年２月

16 日に公表した『自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関

するお知らせ（一括取得型自己株式取得（Accelerated Share Repurchase）による自己

株式取得）』をご参照ください。 

 

（参考）自己株式の取得に関する決議内容（2025 年４月 25 日開示） 

(１) 取 得 対 象 株 式 の 種 類： 当社普通株式 

(２) 取得し得る株式の総数： 200 百万株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

割合 10.2％） 

(３) 株式の取得価額の総額： 5,000 億円（上限） 

(４) 取 得 期 間： 2025 年５月 21 日から 2026 年４月 24 日 

（取得期間は、2025 年３月期計算書類承認取

締役会開催日（５月 20 日予定）の翌営業日以

降の最長期間を設定） 

(５) 取 得 方 法： 東京証券取引所における市場買付け 

 

以上 

 


